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在留資格 該当例 

外交 外国政府の大使，公使等及びその家族 

公用 外国政府等の公務に従事する者及びその家族 

教授 大学教授等 

芸術 作曲家，画家，作家等 

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等 

報道 外国の報道機関の記者，カメラマン等 

高度専門職 ポイント制による高度人材 

経営・管理 企業等の経営者，管理者等 

法律・会計業務 弁護士，公認会計士等 

医療 医師，歯科医師，看護師等 

研究 政府関係機関や企業等の研究者等 

教育 高等学校，中学校等の語学教師等 

技術・人文知
識・国際業務 

機械工学等の技術者等，通訳，デザイナー，
語学講師等 

企業内転勤 外国の事務所からの転勤者 

興行 俳優，歌手，プロスポーツ選手等 

技能 外国料理の調理師，スポーツ指導者等 

技能実習 技能実習生 

就労が認められる在留資格（活動制限あり） 

在留資格 該当例 

永住者 永住許可を受けた者 

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・実子・特別養子 

永住者の配偶者等 永住者・特別永住者の配偶者，我が国で出
生し引き続き在留している実子 

定住者 日系３世，外国人配偶者の連れ子等 

身分・地位に基づく在留資格（活動制限なし） 

在留資格 該当例 

特定活動 外交官等の家事使用人，ワーキングホリデー等 

就労の可否は指定される活動によるもの 

在留資格 該当例 

文化活動 日本文化の研究者等 

短期滞在 観光客，会議参加者等 

留学 大学，専門学校，日本語学校等の学生 

研修 研修生 

家族滞在 就労資格等で在留する外国人の配偶者，子 

就労が認められない在留資格 

入管法上の在留資格 法 務 省 
Ministry of Justice 

※ 資格外活動許可を受けた場合は，一定の範囲内で就労が認められる。 
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留学 就労資格 就労資格 

資格変更 期間更新 
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永住者 

永住許可 

入国・在留の流れ（例） 法 務 省 
Ministry of Justice 
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 国家戦略特区 
⇒「家事支援外国人材の受入れ」については、具体的ニーズが大きい東京都において、神奈川県等の実施状況も踏まえ、事 
 業の実施を積極的に検討し、速やかに結論を得る。 
 

 高度外国人材を更に呼び込む入国・在留管理制度の検討 
⇒永住許可申請に要する在留期間を現行の５年から大幅に短縮する世界最速級の「日本版高度外国人材グリーンカード」を 
 創設することとし、可能な限り速やかに必要な措置を講じる。あわせて、高度人材ポイント制をより活用しやすいものと 
 する観点からの要件の見直し及び更なる周知を促進する。 
 また、高額投資家、IoT・再生医療等の成長分野において、我が国への貢献が大きい外国人材の永住許可申請の在り方につ 
 いて検討を進め、可能な限り速やかに結論を得る。 
 

 外国人留学生、海外学生の本邦企業への就職支援強化 
⇒外務大臣が適格性を審査した上で認定する者については、在留資格取得上の優遇措置（「高度人材ポイント制」における 
 特別加算を含む。）や在留資格申請のための提出書類の簡素化等の施策を講じる。 
 

 グローバル展開する本邦企業における外国人従業員の受入れ促進 
⇒製造業以外の我が国経済の成長に資する分野についても、当該事業所管大臣の関与の下、企業グループ内での短期間転勤、 
 技術等の修得を行うことを可能とすることについて、本年度内にニーズ調査を実施の上、検討を行い、結論を得る。 
 

 在留管理基盤強化と在留資格手続きの円滑化・迅速化 
⇒今後、一層の外国人材の受け入れを目指すに当たっての基盤として、外国人の在留状況をより適切に管理する必要がある。 
 このため、「外国人雇用状況届出」の記載方法と在留カードの記載方法を統一する等により、外国人の就労状況を把握す 
 る仕組みを来年末までに改善するとともに、更なる在留管理の適正化に向けて検討を進める。 
 また、オンライン化を含めた在留資格手続の円滑化・迅速化について平成30年度より開始するべく、所要の準備を進め 
 る。 
 

 外国人材受入れの在り方検討 
⇒経済・社会基盤の持続可能性を確保していくため、真に必要な分野に着目しつつ、外国人材受入れの在り方について、総 
 合的かつ具体的な検討を進める。 

「日本再興戦略201６」（平成28年６月２日閣議決定） 

法 務 省 
Ministry of Justice 日本再興戦略に盛り込まれた施策 
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